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1. はじめに

津波災害による人的被害を最小化するには，従来の防

災施設整備に加えて，迅速な避難行動が不可欠であり，

住民の早期避難を促す意思決定情報の提供も含めた政

策の立案が，これまでの津波避難問題の課題であった．

その立案のためには，住民の避難開始意思決定のメカ

ニズムを十分理解し，政策評価をする必要がある．

　人々の意思決定をモデル化して，政策のwith-without

による行動変化を分析する手法に効用分析があり，土木

計画学の分野では広く適用されている．この方法が住

民の避難意思決定メカニズムをモデル化するに応用で

きるものと考えられる．本研究ではこの手法を応用し，

住民の避難意思決定メカニズムのモデル化を試みる．

2. 各種設定

まず，地震に備えた住宅の改良と地震・火災保険に加

入する・しないの意思決定をモデル化した田中ら (2000)

を参考とし，津波避難開始の意思決定モデルの構築に

あたっての問題設定を行なう．ここでは，代替案，津波

のシナリオ，死傷率，評価属性の4項目を設定した．

(1) 代替案とそのコスト

代替案として次の2つが設定される．

　代替案1　避難する

　代替案2　避難しない(待機する)

　ここで，「避難する」を選択した場合は，現在地から避

難場所までの移動コストが発生し，「避難しない」場合

はコストが0となる．ただし，移動コストは距離から導

かれる費用に精神的ストレスを加味した費用のことを

いう．このコストに関しては，今後具体的に検討する．

(2) 津波のシナリオ

状況区分を地震発生時，注意報・警報発令時，避難勧

告発令時の3つに分けて考える．各区分におけるシナリ

オは共通で次の通りである．これは，気象庁の発表す

る津波予報の種類に基づいてシナリオ分けを行なった．

図1　決定木

　シナリオ1　0.0m～0.5mの潮位変化

　シナリオ2　0.5m～1.0mの潮位変化

　シナリオ3　1.0m～3.0mの潮位変化

　シナリオ4　3.0m以上の潮位変化

(3) 死傷率

各シナリオ下における死傷率は，既往の被害実績に

基づき設定する．

(4) 評価属性

この津波避難開始に関する意思決定問題における属

性を以下の2つで表す．属性2の死傷コストに関しては，

無事なら0，死亡なら1としてある．属性1と属性2は単

位が異なるが，後に正規化させ対応関係をつくる．

　属性1　移動コスト(避難所までの移動距離と精神的ス

トレスを加味したコスト)：x1

　属性2　死傷コスト(死亡コスト)：x2 (= 0 or 1)

3. 数理モデル

ここでは具体例として先ほど3つに分けた区分のうち

の地震発生時について避難する・しないの期待効用関数

を作成する．他の区分における数理モデルの基本構成

は変わらなく，与える各確率(各シナリオ発生確率，死

傷率)などが変化するのみである．

(1) 決定木

期待効用関数によって評価する代替案を決定木で表現

すると図1のようになる．ここでAiは代替案iを選択した

場合の決定木を表す．さらに，代替案2(避難しない)の

決定木を図2に示す．各決定木において，aiは各代替案

を示し，p jは各シナリオの生起確率を表す．また，x = 0

は生，x = 1は死を表し，pi jkは各状況下での結果(決定

木の最末端)の生起確率を表している．

(2) 期待効用関数によるモデル化

期待効用関数による各代替案の評価は，次式で求め



図2　代替案2（避難しない）の決定木

られる．

C(ai) = k1c1(x1) + k2

4∑

j=1

p j

2∑

k=1

pi jk (k3c2(x2)) (1)

ここで，c1(x1)，c2(x2)は，正規化した移動コスト，死

傷コストである．k1,k3は正規化した移動コスト，死傷コ

ストへの重み付け定数で，k2はシナリオに対する重み付

け定数となっている．p jはそれぞれのシナリオで設定し

た津波が発生する確率を示している．また，c2(x2)は次

の式で与えられる．

c2(x2) =


0 (x2 = 0)

1 (x2 = 1)
(2)

　ここでは，正規化された死亡によるコストを1，無事

の場合のコストを0と設定する．

4. 解析結果

期待効用モデルによる避難する・しないの意思決定の

変化を解析例として表1に示す．C(a1)は避難するを選択

した場合のコストを表し，C(a2)は避難しないを選択し

た場合のコストである．意思決定者はこのC(a1),C(a2)を

比較し，コストが小さい代替案を選択する．各重み付

け定数は，正規化した死傷コストと移動コストを考慮

したうえで設定し，各種設定値は表1(左)のように仮定

した．

　表1(右)より相対的に生命に対する重み付けが大きく

なるほど避難する選択をとることが分かる．ここで，各

重み付け定数は住民の個人特性を表す値として捉えて

も良い．尚，各種設定値は概算で設定したため，与えた

確率(津波発生確率，各津波高さにおける死傷率)の適合

性は議論しない．住民一人ひとりの個人特性を考慮し

た適切な重み付け定数を与えることができれば，避難す

る・しないを表せることが可能であることが示された．

5. 今後の展開

表1　各種設定値(仮定)と各重み付け定数による

代替案ごとのコスト

今回のモデルではその時点での避難する・しないを表

せるのみで，地震発生時において避難勧告が発せられ

たら避難しようという住民の意思決定までは取り込め

ていない．避難の遅延の原因として，住民が外部から

の情報待ちという行動をとるためであるとも言われて

いるため，未来における意思決定を表せるモデルへの

拡張は今後の課題である．

　未来における意思決定を考慮することになると，人

間の行動心理にも着目しなくてはならない．認知的不

協和や多数派同調といった心理的変化によって行動が左

右されることが知られているためである．避難しない

という行動選択に着目すると，安心を感じて避難しな

いのと危機感を継続しながら避難しないという大きく

分けて2つの場合がある．Akerlof(1982)は，危機感を継

続するかしないを事故発生の主観確率を確率を用いて

表し，認知的不協和を経済的にモデル化した．本研究

もこの手法を応用することで，認知的不協和などを避

難意思決定モデルに取り組むことが出来るものと考え

る．最終的には，避難開始の意思決定モデルを津波避

難シミュレーションに組み込み，政策評価ツールとして

の機能を拡充させることを目指している．
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